
別紙３ 

暴力団等の排除に関する特記仕様書 

  

１ 暴力団等の排除について 

(1) 協働事業者（協働事業者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下同じ。）は、

大阪市暴力団排除条例（平成 23 年大阪市条例第 10号。以下「条例」という。）第 2条第 2号に規

定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第 3号に規定する暴力団密接関係者（以下「暴

力団密接関係者」という。）に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はそ

の他の契約をしてはならない。 

(2) 協働事業者は、条例第 7条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）に、暴力団員

又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他

の契約をさせてはならない。また、協働事業者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に

該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当該

契約を解除させなければならない。 

(3) 協働事業者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者

から条例第 9条に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、速やかに、一般

社団法人港まちづくり協議会大阪・間口ホールディングス株式会社 共同企業体（以下「当社」と

いう。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなければならない。また協働事業者は、下請負人

等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者から不当介入を受けたときは、当該

下請負人等に対し、速やかに実行委員会へ報告するとともに警察への届出を行うよう、指導しなけ

ればならない。 

(4) 協働事業者は第 3 号に定める報告及び届出により、当社が行う調査並びに警察が行う捜査に協力し

なければならない。 

(5) 当社及び協働事業者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者からの 不当介入

により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方協議の上、履行日程の調整、履行

期間の延長、履行内容の変更その他必要と認められる措置を講じることとする。  

  

２ 誓約書の提出について  

   協働事業者者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でないことをそれぞれが表明した誓

約書を提出しなければならない。ただし、当社が必要でないと判断した場合はこの限りでない。  

 


